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1．はじめに

建設工事の市場単価とは，市場における取引価格
の実態調査をもとに作成された施工単位当たりの単
価であり，工種別・規格別・都道府県別に設定され
ている。公共工事の積算では，市場単価が設定され
ている工種については，一般的に歩掛は用いられず
市場単価が用いられる。市場単価は，労務費と機械
経費等の直接経費で構成される（材料費を含む場合
もある）。
市場単価は，建設物価調査会などの調査機関にお
いて定期的に調査（定期調査）が行われ，3ヵ月間
隔で発刊される定期刊行物（4月，7月，10月，1
月の年 4回）を通じてデータが提供されている。3
ヵ月おきのデータ提供であるため，次の新しいデー
タが提供されるまでの途中時点での価格（時価）を
把握しようとすれば，何らかの推定が必要となる
が，その手法は現状では一般化されていない。
本研究では，定期調査から次回定期調査までの間
における市場単価の価格動向を推定する方法につい
て，いくつかの手法を用いて検討を行った。
検討に当たっては，定期調査結果の一般ユーザー
が容易に扱えるような簡単な手法を用いることを目
標とした。定期調査のデータには，建設物価調査会
から発刊されている土木コスト情報1）と建築コスト
情報2）の掲載値を用いた。本報はこれまでの検討結
果について報告するものである。

2．市場単価における価格動向の推定

図 1は，市場単価の例として 2007年 4月～2014
年 7月における土木鉄筋加工組立（一般土木構造物，
東京都）の価格の推移を示したものである。マー
カーの「○」は建設物価調査会により 3ヵ月おきの
定期調査で求められた市場単価の実績値（実勢価格，
ただし標準値）である。マーカーの「●」は，「○」

の価格をそのまま 3ヵ月先にスライドして表示した
ものである。
「●」と「○」の価格のズレは，使用する単価が
仮に 3ヵ月間固定された場合の 3ヵ月経過時点にお
ける実勢価格との誤差に相当する（3ヵ月近く経過
したならば，少し待って新しい単価を使用する場合
もあると思われるが，ここでは誤差が最大となる場
合の例として表示）。期間中の「●」の「○」に対
する平均相対誤差 RE は 1.76％で，2013年 4月以
前は価格の上昇が緩やかで誤差も小さいが，2013
年 7月以降は価格が急上昇し，2014年 1月には実
勢価格との相対誤差は 9.09％と大きくなっている。
本研究では，3ヵ月おきにデータが提供される市
場単価について，新しいデータが提供されるまでの
途中時点での価格（時価）推定を目的として，その
手法の検討を行なった。市場単価は直線で変動する
と仮定し，時価は 3ヵ月先の価格の予測値をもとに
内挿して求めることを前提とした。そのために必要
となる 3ヵ月先の価格の予測方法について，土木鉄
筋加工組立（土木一般構造物，東京都，主材料費は
含まない）の市場単価を事例として，自己回帰モデ
ル，最近隣法，市況気配による予測3）の 3つの手法
を用いて検討を行なった。対象期間は 2007年 4月
～2014年 7月である。検討結果について以下に述
べる。
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図 1 市場単価の推移（土木鉄筋加工組立）
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2．1 自己回帰モデルを用いた予測
自己回帰モデルは過去のデータを使用して，時系
列データの予測を行うものであり，様々な分野に広
く用いられている手法である。ここでは，3ヵ月先
の市場単価を 1期前（3ヵ月前）， 2期前（6ヵ月前），
3期前（9ヵ月前），4期前（12ヵ月前）の 4つのデー
タを用いて予測を試みた。
予測モデルは次の（1）式である。
Pt＝c＋a1Pt－3＋a2Pt－6＋a3Pt－9＋a4Pt－12＋t ………（1）
ここに，
Pt：t 月の市場単価の予測値（千円／t），
Pt－3：t 月から 3ヵ月前の市場単価の実績値（千円／t），
Pt－6：6ヵ月前の市場単価の実績値（千円／t），
Pt－9：9ヵ月前の市場単価の実績値（千円／t），
Pt－12：12ヵ月前の市場単価の実績値（千円／t），
c は定数，a1，a2，a3，a4は係数，
tは誤差項である。
解析は，Pt－3～Pt－12の 4個のデータ，Pt－3～Pt－9の

3個のデータ，Pt－3～Pt－6の 2個のデータ，Pt－3のみ
の 1個のデータを使用した 4つのケースで行った。
係数（パラメータ）は重回帰分析により決定した。
誤差項の検討については省略した。
解析の結果として，Pt－3～Pt－12の 4個のデータを
使用した場合，4つのパラメータのうち a3，a4は，
P値が 0.33と 0.20であり有意ではない（有意水準
5％）。これらのパラメータを削除すると Pt－3～Pt－6

の 2個のデータを用いたモデルになってしまう。
また， Pt－3～Pt－9の 3個のデータを使用した場合，

3つのパラメータのうち a2，a3が P値 0.14と 0.89
であり有意ではない（有意水準 5％）。これらのパ
ラメータを削除すると Pt－3のみの 1個のデータを用
いたモデルになってしまう。

Pt－3～Pt－6の 2個のデータを用いた場合，自由度
修正済み決定係数 R 2は，4ケースの中で最も大き
く 0.94であるが，Pt－3と Pt－6の VIF値は 10.0（≧
10）であり多重共線性の問題がある。

Pt－3のみの 1個のデータを使用した場合，a1の P
値は十分小さく有意である（有意水準 5％）。決定
係数 R 2は 0.93である。また，Pt－3を階差に置き換
えて回帰分析を行ったが，Ptと Pt－3の相関は失われ
ることなく，定常性については問題ないものと判断
された。
以上のことから，Pt－3のみの 1個のデータを用い
た次の（2）式を予測モデルとして採用した。

Pt＝－6.596＋1.158×Pt－3 ………………………（2）
図 2は，（2）式を用いた予測結果を示したもので
ある。予測値は，2013年 7月からの価格急騰期に
ついては，図 1よりも実績値に追随しているが，
解析期間中の平均相対誤差 RE は 1.94％であり，
使用単価が 3ヵ月間固定された場合の 1.76％（図 1）
よりも大きく，推定精度は低くなっている。

2．2 最近隣法を用いた予測
最近隣法は時系列データの予測に用いられる手法
の一つで，当該時刻に直近したある個数の連続デー
タのパターンに最もよく似た過去の連続データを選
び出し，その連続データに続くデータをもとに，当
該時刻の次の時刻のデータを予測する手法である。
この最近隣法は，月平均気温の予測4）や交通量の

予測5）に関する研究などに用いられている。予測計
算の具体的な方法の説明については省略するが，詳
細は既往の書籍・文献を参照していただきたい。
今回の解析期間は 1999年 1月～2014年 7月，使
用した市場単価のデータは 3ヵ月おきで，総個数は
62個である。予測計算は，1999年 1月と 4月の
データを使用して開始し，1999年 7月から 1個ず
つデータを増やしていきながら，1個先のデータを
予測していった。採用する直近の連続データの個数
は，毎回の予測の都度，最もよい精度が得られる個
数とした。
図 3は，最近隣法を用いて行った予測結果であ
る。解析期間中の平均相対誤差 RE は 2.83％であ
り，使用単価が 3ヵ月間固定された場合の 1.76％
（図 1）よりも大きく，推定精度は低い。2013年 7
月からの価格急騰期についても，予測値は実績値に
大きく遅れて追随している。
最近隣法は，長期のデータがあれば，非周期的

図 2 自己回帰モデルを用いた市場単価の予測
（土木鉄筋加工組立）
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データや不規則変動の強いデータへの適用が可能と
されている4）。今回の事例において，予測精度がよ
くなかった原因として，2012年以前では変動が緩
やかで，2013年以降は変動が大きくなっているも
のの，解析期間を通して変動が滑らかで，不規則な
変動が少なく，変動パターンのタイプも限られてい
たことなどが考えられる。

2．3 市況気配を用いた市場単価の予測
ここでは比較的簡易な予測方法として，資材価格
を対象として，有森・村田3）が試みた方法を応用し
て検討を行った。この方法は，先月～当該月の資材
価格の変動率と当該月における当該資材の市況気配
を用いて来月（1ヵ月先）の価格を予測するもので
ある。今回の検討では，市場単価における定期調査
の時間間隔に合わせて 3ヵ月先の予測とした。
市場単価が掲載される価格情報誌の例として，建
設物価調査会の土木コスト情報と建築コスト情報は
3ヵ月おきに発刊されるが，資材価格の場合と同様
に発刊月における各市場単価の市況気配が掲載され
る。図 4は，土木コスト情報の 2014年 4月号の例
を示したものである。以下に示す予測方法では，市
況気配が，「弱含み」のとき価格は低下（下落），「強
含み」のときは上昇（上伸）するものとしている。
予測計算は，予測する月を t 月として，t-3月～

t-6月の市場単価の変動率（直近の変動率 U1）と t-3
月の市況気配による変動率 U2を重み付きで平均し
た変動率 U を用いて行う（図 5）。予測式（予測モ
デル）は次の（3），（4），（5）式である。計算の時間
刻みは，有森・村田が行った資材価格の予測3）では
1ヵ月であったが，今回は 3ヵ月である。

Pt＝Pt－3＋Pt－3×U ／100 …………………………（3）
U＝（×U1＋（1－）×U2）／100 ………………（4）

U1＝（Pt－3／Pt－6－1）×100…………………………（5）
市況気配が，弱含みのとき U2＝w1，
横這いのとき U2＝w2（＝0），強含みのとき U2＝w3

ここに，
Pt：予測する月の市場単価の予測値（千円／t），
Pt－3：予測月から 3ヵ月前の市場単価の実績値（千円／t），
Pt－6：予測月から 6ヵ月前の市場単価の実績値（千円／t），
U：価格の重みつき平均変動率（％），
U1：直近の変動率（％），
U2：市況気配による変動率（％）である。
，w1，w2，w3は予測モデルのパラメータで，

は直近の変動率の重みを与える係数，w1，w2，w3は
市況気配による変動率である。
パラメータの値は，市場単価の予測値が実績値に
近づくまで値を変えて試算を繰り返すことにより決
定される。ただし，w2は市況気配が横這いのとき
の変動率でありその値は 0である。
試算は，（6）式に示す相対誤差 e の解析期間中に
おける平均値（平均相対誤差 RE）が最小値となる
ように，各パラメータの値を調節することにより行
う。

e＝｜Es－Ob｜／Ob……………………………………（6）

図 3 最近隣法を用いた市場単価の予測
（土木鉄筋加工組立）

図 4 土木コスト情報1）における市況動向（気配）の
掲載例（2014年 4月号）

図 5 市場単価の 3ヵ月先予測の概念図
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ここに，e：相対誤差，Es：計算値，Ob：実測値
である。
図 6は，前述の（3），（4），（5）式を用いて計算し
た 3ヵ月先の予測値を示したものである。解析期間
中の平均相対誤差 RE は 1.35％であり，使用価格
が 3ヵ月先まで固定された場合の 1.76％（図 1）よ
りも小さく，精度は良い。2014年 1月の相対誤差
が 6.21％と大きいが，使用単価が 3ヵ月間固定さ
れた場合の 9.09％（図 1）よりも小さく，精度は改
善されている。
なお，この予測モデルのように，予測値と実績値
を合わせることを手がかりにして，試算を繰り返し
てパラメータが決定されるタイプのモデルでは，決
定されたパラメータを用いて，モデル同定時とは別
のデータセットで計算を行うことにより推定精度が
検証される6），7）。図 7は，同定時と同じパラメータ
を用いて別の期間（2002年 4月～2007年 4月）で
行った計算結果を示したものである。RE は 0.55％
であり，同定期間と比べても良好な推定精度が得ら
れた。

3．他の工種における予測例

前述 2では，土木鉄筋加工組立の市場単価に関
する検討結果について述べたが，ここでは他の市場
単価における検討結果について記す。予測手法に
は，前述 2の検討で，最も推定精度が良かった市
況気配による予測方法を用いた。
対象としたのは，建築鉄筋加工組立（東京都，主
材料費含まず）と建築型枠工事（東京都，主材料費
含む）である。それぞれモデルパラメータを試算に
より決定し，予測を行った。モデル同定期間は土木
鉄筋加工組立と同様に 2007年 4月～2014年 7月
で，検証期間は 2002年 7月～2007年 4月とした。
図 8，図 9に建築鉄筋加工組立の，図 10，図
11に建築型枠工事のそれぞれモデル同定期間と検
証期間における予測結果を示す。同定期間の平均相
対誤差 RE は，建築鉄筋加工組立 2.44％，建築型枠
工事 2.63％であり，検証期間の RE は，建築鉄筋
加工組立 0.89％，建築型枠工事 1.14％で同定期間
と比較しても良好であった。
土木鉄筋加工組立，建築鉄筋加工組立，建築型枠
工事のモデルパラメータを整理して， 表 1に示す。

図 6 市況気配を用いた市場単価の予測
（土木鉄筋加工組立，モデル同定期間）

図 7 市況気配を用いた市場単価の予測
（土木鉄筋加工組立，モデル検証期間）

図 8 市況気配を用いた市場単価の予測
（建築鉄筋加工組立，モデル同定期間）

図 9 市況気配を用いた市場単価の予測
（建築鉄筋加工組立，モデル検証期間）
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表 2は，同定期間の予測値の平均相対誤差 RE を
全期間，下落期，横這期，上伸期，急騰期の各期間
別に整理して示したものである。使用単価が 3ヵ月
間固定された場合の RE も併記している。横這期を
除き，各期間ともに使用単価が 3ヵ月間固定された
場合の RE よりも小さく，推定精度は改善されてい
る。横這期で RE が大きくなっているのは，市況気
配が横這いであるのに対して実績が上伸・下落で
あったような場合があることによるものである。
以上は 3ヵ月先の予測結果であるが，価格が直線
で変動すると仮定し，3ヵ月先までの途中時点とし
て中間の 1.5ヵ月目における市場単価を内挿して推
定した。そのときの RE は，モデル同定期間で，土
木鉄筋加工組立 1.09％，建築鉄筋加工組立 2.11％，
建築型枠工 1.98％であった。

4．まとめ

3ヵ月おきにデータが提供される市場単価につい
て，新しいデータが提供されるまでの途中時点での
価格（時価）推定を目的として，その手法の検討を
行なった。市場単価は直線で変動すると仮定し，時

価は 3ヵ月先の価格の予測値をもとに内挿して求め
ることを前提とした。そのために必要となる 3ヵ月
先の価格の予測方法について，土木鉄筋加工組立の
市場単価を事例として，自己回帰モデル，最近隣
法，市況気配による予測の 3つの手法を用いて検討
を行なった。対象期間は 2007年 4月～2014年 7月
である。
予測における推定精度は予測値の実績値に対する
相対誤差の解析期間中の平均値（平均相対誤差 RE）
により評価した。解析結果として，3ヵ月先の予測
では，市況気配による予測手法が最も推定精度がよ
く，RE は 1.35％，自己回帰による予測は RE が
1.94％，最近隣法による予測は RE が 2.83％であっ
た。
さらに，市況気配による予測手法を用いて，土木
鉄筋加工組立の他に，建築鉄筋加工組立，建築型枠
工事についても予測を試みた。その結果は，建築鉄
筋加工組立の RE は 2.44％，建築型枠工事の RE は
2.63％であった。
上記の予測結果をもとに，価格が直線で変動する
と仮定し，3ヵ月先までの途中時点として中間の
1.5ヵ月目における市場単価を内挿して推定した。
そのときの RE は，モデル同定期間で，土木鉄筋加
工組立 1.09％，建築鉄筋加工組立 2.11％，建築型枠
工 1.98％であった。

図 10 市況気配を用いた市場単価の予測
（建築型枠工事，モデル同定期間）

図 11 市況気配を用いた市場単価の予測
（建築型枠工事，モデル検証期間）

表 1 予測モデルのパラメータ

表 2 予測値における平均相対誤差
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表―2 採用する細目価格について

1．はじめに

当調査会が長年にわたり調査している資材価格や
工事費等のデータを活用して作成・公表する「建設
物価・建築費指数」は、建築工事費に関する物価指
数として利用されております。主な利用実態とし
て、以下のものがあります。
①建築費の時系列変動の観察と分析
②建物資産鑑定における過去の建築費の調整
③物価変動による請負額の改定
④建築費の地域間格差の把握
建築費指数は、全国 10都市（東京、大阪、名古
屋、福岡、広島、高松、金沢、新潟、仙台、札幌）
の指数を公表しておりますが、地場性の強い資材も
あり、より適切な動向が把握できるよう、10都市
以外の指数公表のご要望が指数利用者から寄せられ
ていました。そのため「指数計算都市拡充」につい
て、継続的に研究をすすめてきましたが、このたび
建築費指数地域版（以下、「地域版」と表記）とし
て、結果がまとまりましたので、その概略をご紹介
いたします。

2．建築費指数地域版の作成方法

（1）指数作成建物種類
今回作成の地域版の建物種類は、現行の東京指数
と同一としました。（表―1参照）

（2）ウエイト・指数計算式
ウエイトや指数計算式についても、現行指数と同
じ建物工事費ウエイトと指数計算式（ラスパイレス
算式）を使用します。詳細は『建設物価指数月報』
をご覧ください。

（3）使用する細目価格
地域版では、「月刊建設物価」に掲載価格がある
場合はその都市の価格を使用し、掲載がない場合は
近隣都市価格（北海道、京都府、兵庫県、福岡県内
の一部資材で使用）、県庁所在都市価格、10都市価
格［東京＋9都市］、3都市価格［東京、大阪、名古
屋］、および全国価格を使用します。（表―2参照）
また、細目価格の品目・規格は全国同一が原則で
すが、一部例外として建築用木材の本州・沖縄地区
は杉材価格を採用し、北海道地区は杉材の掲載がな
いため、えぞ・とど松・スプルース材価格を代替採
用しています。

インフォメーション

建設物価・建築費指数 地域版について
総合研究所 経済研究部 経済研究課

表―1 今回の計算都市拡大の概要
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（4）指数計算都市
2005年（平成 17年）基準指数としての計算とな
るため、「月刊建設物価」2005年（平成 17年）2月
号［2005年 1月分指数用］に掲載されている生コ
ン価格掲載都市を基準として指数計算都市を決定し
ました。（表―3参照）
大阪府堺市、奈良県五條市、長野県佐久市やその
他の都市は、2005年（平成 17年）2月号時点に生
コン価格の掲載がなかったため、今回の地域版指数
収録から外れました。次回以降の基準改定からは計
算可能となる予定です。なお、「Web建設物価」の
生コン価格単独掲載都市の建築費指数地域版への拡
充については、今後の検討事項といたします。

3．建築費指数地域版の傾向

（1）標準指数（都市別指数）
新たに全国の 289都市の 2005年（平成 17年）平
均を 100として、各都市の指数計算を行いました。
基準時（2005年平均）と 2014年（平成 26年）4
月分指数の指数増減率の大小 30都市を表―4に、東
日本大震災（2011年 3月）時点と 2014年 4月分の
指数増減率の大小 30都市を表―5にまとめました。
表―4や表―5から、東日本大震災の被害が大き
かった東北三県（岩手県、宮城県、福島県）の各都
市の指数増加率が大きい結果となりました。また、
すべての都市で指数増減率がプラスとなり、増減率
がマイナスとなった都市はありませんでした。

（2）都市間格差指数
都市間格差指数は、各都市の指数を東京＝100と
して、東京に対する各都市の格差を表した指数で
す。
2005年の都市間格差指数（表―6）や東日本大震
災の発生前年の 2010年の指数（表―7）をみると、
北海道や山陰地区の都市が東京よりも高い数値と
なっていました。2013年の都市間格差指数（表―8）
は、東日本大震災以前とは傾向が変わり、被害が大
きかった東北三県の都市が東京を上回るとともに、
北陸・中部地方以西の都市では東京を上回る都市は
なくなりました。

表―3 建築費指数 地域版 計算都市一覧

建設物価・建築費指数 地域版について
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表―4 2005 年（平成 17年）基準時と現在の指数増減率 表―5 東日本大震災時（2011年 3月）と現在の指数増減率
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表―6 都市間格差指数 【2005年 格差指数比較】 表―7 都市間格差指数 【2010年 格差指数比較】

建設物価・建築費指数 地域版について
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4．まとめ・今後の予定

今回の地域版の標準指数（都市別指数）の計算結
果から、従来公表の 10都市指数では分からなかっ
た各都道府県の県庁所在都市や同一県内の都市ごと
の指数の増減率の違いが明らかになりました。特
に、今回掲載した鉄筋コンクート造（RC造）の指
数で、この傾向が強くなっています。
また、都市間格差指数の計算結果から、東日本大
震災を機に、東北三県（特に沿岸部）の指数上昇、
また北陸・中部地方以西の都市間格差指数の東京に
対する相対的な格差指数低下が見られました。
このように従来の指数では確認できなかった地域
の建築費の動向を、地域版指数で把握することがで
きます。今回新たに計算した地域版の指数につきま
しては、2015年度（平成 27年度）を目標に提供を
検討しています。提供の方法や利用料等の詳細が決
まりましたら、「月刊・建設物価」や建設総合サイ
ト「建設 Navi」でお知らせいたします。
今後とも、建築費指数の定期的な基準改定作業の
他に、建築費指数の内容見直し等の検討を進めてい
きたいと考えております。
建築費指数をご利用の皆様には、建築費指数に関
してお気づきの点がありましたら、下記連絡先まで
御連絡をいただけますようお願い申し上げます。

《連絡先》
一般財団法人 建設物価調査会 総合研究所
経済研究部 経済研究課 建築費指数担当 まで

電話：03―3663―7235
Fax：03―3663―0966
e-mail：econ@kensetu-bukka.or.jp

《「建設物価指数月報」の掲載場所》
建設総合サイト「建設 Navi」─建設経済資料室─
「建設物価指数月報」コーナーに掲載
http :／／www. kensetu - navi. com ／ bunseki ／ bukka _ shisu ／
index.html

表―8 都市間格差指数 【2013年 格差指数比較】
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◎総合研究所の自主研究の結果は，建設総合サイト「建設Navi」で
ご覧いただけます。

〈技術研究部〉
・Japan Building Cost Information（JBCI２０１３）
・マンション改修工事費調査研究
・文教施設耐震改修工事費マクロデータ研究
・個人住宅工事費の価格傾向に関する研究

〈経済研究部〉
・建設物価指数月報
・建設資材物価指数
・建設機械・仮設資材賃貸料金指数
・建築費指数

・民間企業設備投資動向調査
・住宅（販売用不動産）投資動向調査

◇本誌の内容，数字等についてのお問い合わせ
は，下記の部所へお願いします。

技術研究部 TEL ０３―３６６３―２１３０
経済研究部 TEL ０３―３６６３―７２３５
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